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ペ イ トン会計学 の基本問題 国
損益計算 の理 念 と方式 につ いて
古 賀 実
←)ま え が き
損益計算は企業会計の死活を握 る面だけに,そ の方法論が重要命題 となる
のは当然の理である。その中心的課題は,損 益項 目の分析 と分類,期 間算入
の問題,表 示方法論に 帰着す るであろ う。 損益項 目の分析 と分類について
は,論 者の主観の入 り易い面だけに最 も問題の出易い箇所であ り,表示方法
論に直接的影響を及ぼす ことにもなるが,ま た,企 業の種類によって当然異
なる分析,分 類を許容 しなければならぬ面 もあ り得る所であ り,具体的問題
に対 して能 う限 りの客観的妥当性を求めねばな らない問題であろ う。期間算
入の問題は期間計算の正否を決するポイントになる所であ り,こ こに繰延べ
見越 しの問題が生起 し,損益項 目と負債性項 目とのまぎらわ しい問題点が出
て くる。 この問題 も,具 体的問題に即 して解決 して行 く方法論をとるのが,
経済社会の進歩に即応すべ き宿命を持つ会計 としては妥当な道であろ う。
口 包括主義損益計算論の基本理念
本 項 の 主 な る 資 料;Classifica七ionAndSequenceInFinancialStatements:
Accoun七ingProblemsinWarContractTermination,Taxes,andPos七
WarPlanning.NewYork:AmericanInstituteofAccountants,1943,
pp.57-67.
収益に対す る費用はこれを,(1>計上された収益に対応する売上商品原価,
附帯物件及び用役の費用,② 純利益からの控除額の二つに分類す ることがで
きる。(1)の場合の損益計算書作成上の主要問題は所属費用の分類の程度,配
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列の順序,区 分損益計算の問題,非 経常的損失と所得税を算入 させるか除外
す るかの問題である。第一点の分類の程度に関 しては,株 主えの公示報告用
としては,損 益計算書上に微細なる分類をするのは余 り賛成できない。もし
微細な報告を要することになった ら附属書類を作成 して補足 した らよいであ
ろ う。一般に要請せ られることは,製 造原価,販 売費,一 般管理費,及 び無
形資産の減価償却費(これは脚注記載に してもよい し,別表に示すのもよい)
の表示である。第二点の配列の順序に関 しては,規 準はいろいろあ り,項 目
の大小によるもの,発 生の段階によるもの,製 品えの賦課の難易に よるもの
等 々である。この問題は慣習的なもの と思われ,製 造原価を最初に記載する
習慣にな っているが販売費を最初に記載することに しても,不 都合なことと
はいえない。
第三点の区分損益計算については,改 革を しなければならない。説明のた
めに次の例をあげる。
減価償却前の総利益 ……×××
減価償却前の営業利益 …… ×××
営 業 利 益 …… ×××
年 度 総 利 益 ……×××
連邦所得税引当金設定前の年度純利益…… ×××
年 度 純 利 益 …… ×××
集 計 …… ×××
残余 年度剰余金 …… ×××
損益計算をこのように区分 しなければ,損 失と利益 との関係が不明である
との考 えは愚劣とい うべ きで,ど の費用も収益に対応す るとい う意味で差違
のあるものではな く,収益に対 し等順位の直接的関係を持つ もの と考えるべ
きである。従 って損費はすべて,純 利益の算出に際 し一括 して控除さるべき
である。
ここには,財 務諸表上における経費(expenses)と損失(losses)の識別
とい う会計学上の最 も微妙な問題が伏在す るのである。 しか しこれに限定を
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加えるには困難は存 しない。ある特定の損失は当期においても当期以後にお
いても,収 益によって総体的に も部分的にも回収 されない損費のかか ったあ
る要素の支出ない しは消滅であって実体の明確なものである。(損 益計算上
の締め括 りとしての損失 とは意味を異にしていることに注意すべ きである。)
ちなみにすべての対応する収益の合計額に対する費 用の超 過 分 を意 味す る
しか しどうい う場含に費用が損 失 になるかをきめる客 観的 妥 当 性ある試験
方 法 がないのは遺 憾であ り,ま た損失 として処理 さるべ き項 目の選定もな
ん ら定説のない状況である。ただ一般的な考え方 としていえることは,経 営
者が直接管理することの 至難な予期せざる 非経常的損費は損失(losses)と
断定で きな くとも損失の匂いのあるものと考えられていることである。損失
(losses)とい うのは従 って,非 能率 とか災害 とか,経済変動の結果として生ず
る規準外の費用 とい うことになろ う。 しか し厄介なことは,企 業は多 くの好
ま しか らざる要素をかかえた環境において営業 してお り,これ らの好 ましか
らざる要素は年 々その緊迫度が変化す るが,こ れか ら完全に離脱す ることは
な く,巨視的にいって営業 と不可分の関係になっていることである。 しか し,
上述の ように,こ れ らの好ましか らざる企業の損費を克服せ られ る純技術的
損費と区別することが,き わめて困難なのである。従 って,当 期利益を計上
す る上の隙路を避けるために剰余金勘定に借記す ることによって特定 の費用
を処理するに当 っては,事 実をほとんど止揚 した通常活動に関する高度の主
観的概念に頼 らねぽな らないことになる。
こ うい うように言えば,明 確なものと考え られている通常の技術的な営業
も幻想的なものにな って しまうのではないかとの評 もでるか も知れないが,
実際のところ,企 業の活動 とい うものは,経 営者の努力 と,運 と,非情な経
済的社会的勢力との織 りなす混和の うちに行なわれるものである。
この種損失の損益計算上の扱いについて博士は結論的に非経常的外部的要
因のもた らす要素を確定せる目的を もって除去せんとす ることを,短 期的な
部門計算においては,妥 当でないとはいわないが,年 度全体の営業成果の報
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告をする場合には,損失(10sses)を当期収益か らの控除 として処理する以外
に合理的な処理法はない ように思 う。
.そこで,自 分が推奨 したいのは,経 費損失ともに原則 として損益計算書に
おいて総利益か らの控除群中に入れ,損 失項 目は控除群中で経費 と分類 した
適当な見出し項 目を附 して表示することである。
国 期間損失算入上の制約
本 項 の 資 料;DistributionCostsAndInvento「yValues;Accounting
Review,September,1927.
TheAccoun七an七AndPriva七eEnterprise;JournalofAccoun-tancy,
January,1948.
AccountingProceduresAndPrivateEnterprise;TheJournalof
Accountancy,April,19斗8.
InterestDuringconstruction;J()urnalofPoliticalEconomy,Aprl,
1922.
AssetAccounting(1952)ChapterII,pages17-18.
ContemporaryAccoun七ingbyThomasW.Ireland:NewYork,Ameri-
canInstitu七eofAccoun七ants,1945.
PrematureRevenueRecognition;JournalofAccoun七ancy,october,
1953.
次に期間損益計算に算入されない期間発生の費用の場合について考察を加
えることにする。 この問題についての博士の基本的考え方としては,費 用収
益対応の原則に基づ き,収 益の発生に直接 または間接に寄与 したるものであ
るか どうかを基準 とする。このことに関し,博士は,費 用は収益が確定 して
後には じめて確定すべきものなることを力説する。このことは,収 益に対応
性のある費用であるか否かを判定す る考え方によるものであることは明 らか
である。ただ上述 した通 りに,こ の対応性のある費用の中に予測外の企業の
管理能力を超えた損失をも算入することに関 しては問題が存す るわけである
が,対 応性のまった くない費用,例 えぽ将来に亘 る人事計画上の費用などは
除外さるべ きものと述べている。 しか しまた,対 応性の判別が至難なもの も
あ り,例 えば広告費は 期聞収益に 対 してどの程度まで 寄与を したかの測定
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は,そ の標本的な例 として挙げ得 られる。
上述のごとき立場 に立って博士は期間費用を論ずるのであるが,博 士の期
間費用の分析上の若干の問題点を下に挙げ論ずることにす る。.
O資 本化 されるもの一 企業資産の増価分について,出 資者に対するあ
たか も報酬のような形で支出される。 この場合の支出は単なる期間損費 とし
て扱 うべきでな く資本の減少の取扱いをすべきである。標本的な例は建設利
息の場合である。次の例題をあげることにす る。出資者Aが5万 弗の予算で
工場を建設 したが,創 立年度末に3千5百 弗の増価があったとすれば,次 の
仕訳が生ずる。
(借)工 場 設 備$3,500 (貸)A出 資 金$3,500
この3千5百 弗の増価をもた らした経済的要因の中には,こ の企業の将来
の発展えの期待があ り,特に企業経営者,出 資者の企業創設に寄与 した役務
がある。役務を労賃になぞ らえれば,企 業の設備,製 品の価格には,労 賃 と
素材費 とが織 り込まれているのだ と主張す るのはマルクス理論であるが,博
士は,こ の ように して形成 された企業の設備 も,商 品 も,法人 としての企業
の所有権に属す るとの立場を とり,企業に,経 営,経 理の主体としての地位
を明瞭に認め,上 記の役務を,企 業の資本の一部 となったのだ とす る。従 っ
て,上 例の企業が営業開始前,出 資者Aに3千5百 弗を前払金的意味で交付
す る場合にも,そ れは,企 業創建に寄せた役務に対す る報酬 とは認めず,役
務の資本化 された ものであるか ら,引 出金 とするのである。従 ってこの場合
次の仕訳を生ずることになる。
(借)A出 資 金$3,500 (貸)現 金$3,500
⇔ 負債性の費用 売買契約当時において実際の支出はないが契約の履
行の進展に伴なって費用 となるものがあるが,こ れ らの中には契約時におい
て負債 と考えられるものがある。次にこれに該当す る場合を挙げて論ず るこ
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とにす る。
(1)売上商 品保証費一 売主がその売却 した商品を一定期 間いわゆ るア
フターサ ーヴ ィスをす る場合が しば しぼ見 られ る。 今,X社 が50台 の採鉱
機械 を1台 につ き1万 弗で全額即金 で売却 した。そ の際買主に対 し,売 却 日
か ら1年 間の機能保証 と小部品の取替 を無償(災 害 及び 巨大損害 を除 き)で
なす契約を した。 また,買 主の方は,第2年 目は750弗で保証 を受 け ること
もで きるこ とに した。X社 が上 記のサ ーヴ ィスをす るための毎年 の平均費用
は,1台 につ き500弗で,全 機械 の引渡 は,最 初 の1年 目の終 りに終了 し,
2年 目のア フターサ ーヴ ィス費 は約2万5千 弗(500弗 ×50)とす る。 この
取引について,ア フターサ ー ヴ ィス費 を除 く一切 の損費を止揚す れば,第1
年 度に次 の仕訳 がで きる。
(借)現 金$500,000
(借)販 売後経費$25,㎜
?
?
?
?
?
?
?
?
機 械 売 上 $500,000
機械販売後経費引当金$25,000
上記②の仕訳の借記事項は全売上高に対す る実際損失または相殺を意味す
る。第2年 度はアフターサーヴ ィスが提供 され る年度で,次 の仕訳を得 る。
(借)機械販売後経費引当金
(3)
$25,000
尚,次 の よ うな仕訳 もで きる。
(第1年度)
(借)現 金 預 金
(1)
$500,000(貸)
(第2年度)(2)
(借)販 売後経費補償 前受 金$37,500
(貸)現 金$25,000
機 械 売 上$462,500
販 売後経費補 償前受金37,500
(貸)売上商品補償部収益$37,500
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(3)
(借)売 上 商品保証 部費用$25,000(貸)現 金 預 金
一47一
$25,000
上記の仕訳は従来一般になされきった処理法であるが,こ の処理法に よる
と,未 だ収得 していない 第二年 目の保証料37,500弗を収益 とするのみな ら
ず,未 だ発生 していない 将来の損費25,000弗を費用に 算入することに よっ
て,実 際の純利益は12,500弗に過 ぎな くなってしまう。 売上商品の 保証の
ために利益が損失を辛 うじて下廻 らないだけになって しまう。 この事例の よ
うな場合には売手の側に保証部門があって保証業務を遂行 しているのが一般
であるか ら,保 証部門で収入があれば,部 門の純収入をきめる経理を し,部
門の営業か ら生ずる純利益または純損失を算定すべきものである。上記処理
法は今 日迄長年重大な批判を受けることな く認容 されきったのであるが,上
述する所によりその不合理性は明白である。上記処理法に代 る正 しい処理法
は生 じていない損費を計上する必要をな くす ることである。元来,販 売後保
証附商品の売上収益は,保 証実施の原価によってきめ られるのではな く,販
売価格に よってきめられるものなのである。勿論 この種の販売価格は取引条
款で必ず しも明瞭でない場合 もあ り得よ うが,推 定することは通常さほど困
難で もないであろ う。売主が売上商品保証制をとらず,ま った く別個の現金
主義方式による場合は,保 証制をとっている同種売買当事者間の保証費を参
照することによって,黙 示的に保証額を知 り得 る場合 もある。このように考
察 し来るときに後の処理法は一応妥当性のあるものといえる。
ただ,上 記販売が掛で行 なわれ,約 定額が第1年 度末迄に全然支払いを受
けなかった場合は,「前受金」勘定はあ り得ないわけで,ま たこ うい う条件
の下で設定 された引当金勘定は過大表示の売掛金に対する相殺勘定以外の何
物で もないことになる。従 ってこの場合の正 しい仕訳は次の とお りになる。
(借)売 掛 金$462.500 (貸)機 械 売 上$462,500
売上商品保証の実施前に売上代金全額の支払を受けたら,次の仕訳を要す
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金$500,000
?
?
?
?
?
?????
?
??
?
??
?
?
??
この場合の前受金は負債 と解せ らるべきである◎裁判所や税務当局の下 し
た決定の中には必ず しも負債 と解 しないものも若干あるが,納 得で きる根拠
を示 して くれているものはない。
(2)砂利採掘場の埋没業務一一一一一2i¥例として砂利採掘場賃貸借契約関係の
貸手の会社が賃借人たる採掘人に採掘に よって生 じた穴を採掘のつ ど埋める
約束で賃貸 した場合を考察する。 この場合に穴を埋める推定費用は,採 掘期
間中に砂利販売価格に配賦 してい くべ きで,こ の控除を要す るときは負債勘
定に 貸記すべ きことについて 会計学者の説は 一致 している。 この処理法で
は,一 切の収益は穴埋めをするのに先立 って計上 されるだろ うし,また,こ
の 目的による支出は見越計上された負債を弁済するものとみなされ る。 ここ
で生起す る疑問は,本 例は,先 例の機械売上に よる一定期間修理保証する契
約の場合と違 うか どうか,ま た穴埋め作業は,売 上商品の保証修理 と同 じよ
うに収益構成段階の一部 とみなさるべきかどうかの問題である。 この問題に
対 して完全に確信ある回答をすることは難 しいことであるが,両 例の間には
若干の相異点のあることを指摘することができる。穴埋め作業は,賃 借人の
利益のために設定 されたものではな く,また期間か ら期間えと継続的に行な
われ る砂利採掘販売においては,賃 借人か ら支払われ る前払金は存 しない。
ただ利益をあげるために規則的に繰 り返される仕事であ り,砂利が売却され
た ときは,賃 貸借の取引関係は消滅 し,賃借人か ら受け取 った賃貸料金は,
負債の返済 とか,そ の他の目的で使用 されて しまう性質のものである。穴埋
めをする債務は,砂 利採掘場の所有者に対す るものであって,使 用料や賃借
料 とおおむね同 じ性格のものである。従 って契約当事者以外の者が実際に行
な う穴埋め作業は,た だ負債の返済の意味を持つに過 ぎないものであって,
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負債を返済す る行為 自体は,利 益構成の一部となるものではない。
(3)販売代金中の未実現原価一 今,Y社 が 一区画の土地を10万弗で
購入 し,そ れを 同種同価の100戸分の住宅建設用地に 分筆 した。 水道,道
路,歩 道,樹 木等の改良費が2万7千5百 弗かか り,さ らに2万2千5百 弗
を要する改良工事計画を樹てた。 そ して20筆の土地が1筆2千 弗で売却 さ
れ,こ の売却契約でY社 は上記改良工事を上記推定費用で1年 内に完成する
ことに した。 他の損費を止揚 して,当 期の収入 と純利益は如何。 すでに生
じた費用は12万7千5百 弗で,全 原価の8割5分 に当たる。 利益は売却さ
れた20筆の価額の8割5分,即 ち3万4千 弗中に存す ることになるが,こ
の差額1割5分 に 当たる6千 弗は,当 期利益 と い うよりは 買主よりの前受
金 と考えるべ きである。 稼得収益に対応する 土地代及び改良費は25,500弗
(127・5・・弗の 轟)で ある・従 って2・筆 の土地の売却 と・ この売 却闘
応 す る費用は,次 の仕訳に よってあ らわす ことがで きる。
(D
(借)現 金$40.000 (貸)土地売却益
前 受 金
$34,000
6,000
(2)
(借)売 上 原 価$25,500 (貸)土 地代及び改 良費$25,500
20筆の土地 の 売却 に よって 実現す る収 益34,000弗と その原価25,500弗
との差額8,500弗は,他 の費 用を止揚すれば利潤総額1万 弗 の8割5分 であ
る。次年 度においては,計 画 されてい る未実現 の改良費 が当初の推定通 り1
筆 分225弗 とすれば,次 の仕訳 を得 る。
(1)
(借)前 受 金$6,000 (貸)土地売却益 $6,000
(2)
(借)売 上 原 価$4,500 (貸)土 地 代及び改 良費$4,500
本例においては,売 主の契約の完遂前に,買 主は契約金全額を支払 ってい
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るか ら,売 主は契約を完了す る能力についての適当な保証を買主に与えるこ
とが必要 となる。この保証金の額は,2年 度の収益額については,販 売価額
に当期発生の費用を分子 とし売上後保証費を含む推定損費を分母 とする分数
を乗 じて得 られる商である。 この点前述の機械販売の場合の販売後経費補償
は,将 来の補償額を別箇に算定す るのと異なるところである。
(4)将来の推定費用の当期計上の問題 通常の売上後保証経費 と,そ
の回収の取扱いについては,損 費の発生前にそれを見越計上す る企業は少な
いが,取 立費用の引当金によって受取勘定を償却することによって,当 期収
益に将来の推定費用を対応させる慣行がときどき見 られる。一体事前に課 し
た経費を後になって賞い受ける処理に よって利益を計上することができるか
とい う疑問が生ずるわげであるが,ま だ売却 されない製品の販売活動に見 ら
れ るごとく,掛売買では,受 取勘定を回収す ることが通常の且つ不可避の業
務であることを考えるとき,積 極に解することにも意味があるように思われ
る。積極説に従えば,後 に生ずる費用の相関的意味をあ らわす金額に よって
当期売上高の相殺高及び受取勘定の相関的相殺高 とを増加させることが必要
となるであろう。
農産物の販売価格決定に際 して保管引渡等の諸掛を算入せ しめる農場価格
法(farm-pricemethod)も同 じように論 じられる問題である。 事例をあげ
て説明す ると1人 の 農夫が 手持の1千 ブッシェルの 小麦の 棚卸 をしたとこ
ろ,市 価で1ブ ッシ ェル当た り2弗であったとす る。尚,小 麦の植種収穫の
費用が1ブ ヅシェル当た り1弗62仙で,引 渡迄の保管費 及び配達費が1ブ
ッシェル当た り18仙だとす る。 この場合に農場価格法を 適用す ると,1千
ブ ッシェルの棚卸価額は1,820弗とな り,小麦の収穫時に実現すべき利益金
額(1ブ ッシ ェル当た り20仙として 全額200弗)が当期利益に 計上される
ことになる。 しか し理論上厳密にい って,経 費全額1ブ ・シェル当た り1弗
80仙の うち,そ の9割 に当たる1弗62仙 だけが損費 として 計上されている
のであるか ら,利 益見込総額2百 弗の うちの1割,即 ち20弗分はまだ稼得
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されてない。この理論は,い くつかの経済的要素がある終局の結果に必要な
る場合には,そ の各要素が終局の結果に対する寄与は,軽 重な く,どの一つ
も除外さるべきものではないとの考え方に立っている。従 ってこの理論か ら
いえば,本 例の小麦を保管 し引渡す仕事は利益を実現す る上に必要なる要素
であるか ら,こ の部分の仕事にかか る費用を収益の稼得上において必要でな
いとする経理は正 しくないことになる。
(5)社債の割引発行について 社債発行時においては,社 債発行によ
る入金額 と当該社債償還金額との差額を表示するものであるが,時 の経過 と
ともに利息の要素を帯びることにな り,償還期 の到来に よって初めて支払わ
れ ることになる 将来の利息または 未払の 利息であると解す る。 この立場か
ら,社債の割引額を一種 の前払利息であると解 して,貸 借対照表の資産の部
に計上す る取扱いに対 しては,反 対す るわけである。そ もそも支払利息の本
質に関 して博士は,借 りた金を使用す ることに対 し,期 間に応 じ課せ られる
金額であると解するので,借 金人がい くば くかの前払いをすれば,そ れは借
入金の減少以外のものでないか ら,厳格な意味では利息の前払いはあ り得な
いとの基本的立場に立 っている。
⇔ 売価決定に伴な う将来損費の認識 商品の販売価格を確定するに当
た って,こ れに対応す る将来損費の計上を要す る場合がある。中古車売買業
と陳腐化商品価格決定にその例が見 られる。次にこの二つの事例につき述べ
る。
(1)中古車売買業の勘定処理 米国では中古車売買業は新車販売業者
がその営業の一環 として行なっている場合が多 い。一環 としてではあるが当
該業者に取っては近来重要な部門 とな りつつある。 しかるにこの中古車販売
業は保守主義会計によれば,新 車販売業のいわば奉仕的業務 とみなし,修 繕
費,調 整費などの費用を上廻 る売価にすべきでない とするのである。か くて
中古車営業部門は,自 動車販売業者には常に赤字 となるもので,こ れは中古
車営業の重要性増大の近年の傾向と撞着するものである。そ して記帳処理は
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新車売上高の値引として借記されることが従来 しば しばあったが,こ の価額
が,修 繕調整費や販売費がきまった後の中古車販売か ら得 られる入金額を遙
かに超過することがあ り,このような慣行の下では,中 古車の取扱営業は赤
字になることが当然で,こ の損失額は経費 とされ,新 車販売に伴な う特別値
引または割引 として処理 され ることもあったが,こ のような処理が妥当でな
いことは従来長年認め られている。 しか しこれを妥当化す るため,よ く提 示
され る保守的な方法 として,見 積費用を計上 したる後販売 される中古車を見
積販売価格で評価する処理法 も,適正なものとはいい得ない。そ もそ も保守
主義的処理では中古車営業部門は,前 述のごと く,収益を して費用を超過せ
しめることができないか ら,中 古車営業部門の長は,そ の部に使われる財産
が,事 業の純益をもたらす 一助になるごとき処理が 認容されないが,こ れ
は,特 に現今の状況の下では,ま った く非現実的である。 前述 したるごと
く,今 日の新車販売 と中古車売 買業の兼業 と後者の重要性増大の傾 向との外
に,後 者は概ね別の場所で 別の職員によって 営 まれているのである。 従 っ
て,新 車の場合にのみ利益造成の能力を認め,ま た実際の利益稼得過程に先
立 って収益を認めることは,金 額の大小を問わず正 しくない。
そ こで,正 しい処理法は どうかとい うに,新 車売上勘定に,回 収 または未
回収の代金 と,中 古車営業部が適正と認める中古車卸値 の受取額 とを貸記す
ることである。 この処理法に よって,新 車部門は自立 し,中 古車部門の収益
を実現前に計上 して新車の収益に偽装す るようなこともな くな り,中古車部
門は現実的基盤に立つ ことになるわけである。
(2)陳腐化商品の価格決定 百貨店の地階 とか特売場で売 られ る流行
遅れ,ま たは店 ざらしの商品には,お 客の購買欲を唆るために季節内に売却
できる以上の商品を仕入れたために生 じたものが多 く,季節が過ぎてか らも
販売を継続せ ざるを得ない事実から生ずる間接費は全額 これを当期収益高に
対応する損費に計上すべ きであるのに,こ の計上は慣習的になされないので
あるが,こ れは間違った処理である。ただ しか し,季節外れ品や二級品をい
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くらかで も利潤の得 られる可能性ある価額迄厳格に減価する経理態度は間違
ってはいない。 これは正常の商品販売部門ない し関係経営部門に利益を計上
する可能性を否認す る会計方針は間違 っていると思 うか らである。 尚反面,
こ うい う商品の運搬や販売活動に生ずる経費を控除した販売価格,即 ち推定
実現価額で棚卸をすることは保守的であるとの考え方が従来会計学者の間に
あったが,特 売場 とか特定事業部門で次年度に実現され る利益を当期収益 と
して認めるのであるか ら,実際には保守的とはいえない。
四 減イ面{賞去口費について
(1)早期償却について 従来の慣習として,相 当の収益を得れば,減
価償却は早期に完了するものとされている。営業権などの無形固定資産につ
いていえぽ,収 益の表示に重大な支障が生 じない限 り,当該無形資産の実状
を顧慮せずに償却を完了するのが今 日迄の長年の慣習になっている。 これに
比すれば,有 形資産については耐用年数終了前の償却完了はそれほ ど支持 さ
れていないが,そ れでも実際の件数は移 しいものである。 この支持者の根拠
とす るところは,企 業経営において税金対策上減価償却 を推進せ しむべきだ
とす るのである。第二次世界大戦中には,米 国連邦議会は,非 常時固定資産
と認め られた有形資産の早期償却を認める措置を取 った。実際,特 殊な環境
の下では,耐 用年数を正確にきめることは難事であることを考えると,償 却
計画を十分練 り上げて早期償却をす るのはやむを得ないものと考え られる。
(2)前期償却高の修正について ハ ワーtド・C・グリア(HowardC.
Greer)は,前期の減価償却高が間違っていることが判 明したときは,一 度
だけ修正を認めるべ きであると述べ(註1),「前期の減価償却が不足 してい
ることが判明した場合には,償 却額増加の修正を今期においてなすべ きであ
る。」 と述べている反面,前 期償却が 過大の場合の控除を認めないのである
が,こ れは片手落の議論とい うべ きである。
また,E・L・ コーラー(E.L,Kohler)は,「最初の償却に明白な間違い
があ ったか,と もか く十分な判断がなされずに行なわれた場合には,修 正が
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何 等 か の 方 法 で 始 め られ る の が 普 通 で あ る が,過 不 足 修 正 の 仕 訳 に 関 して 間
違 い な い し悪 意 に よ る もの と善 意 に 出 つ る も の とを 識 別 す る こ と の 困 難 を 考
え,良 識 と十 分 な る判 断 に よ っ て,い った ん き め られ た も の を 次 期 に な っ て
訂 正 を 加 うべ き で は な い 。」(註2)と 述 べ て い る 。 こ の 見 解 は,会 計 担 当 者
の 質 を 問 題 に せ ず に 一 度 な され た 会 計 処理 を 不 可 侵 の も の と し て い る が,不
可 侵 とす べ き い わ れ は な く,い わ ん や 会 計 面 の 未 熟 や 前 期 に お け る事 務 上 の
間 違 い に よ っ て 生 じた も の で あ る と き に,こ れ を 見 過 し て 修 正 しな い で お く
こ とは 許 さ るべ き で な い の み な らず,経 済 環 境 が 時 々刻 々変 動 す る こ と を 考
え る と き,前 期 の 損 益 計 算 を 不 動 の も の とす る の は 妥 当 で な い 。
(註1)"SecondNegative"inRestora七ionofFixedAssetValue_";the
AccountingReview,XXII,April,1947.
(註2)"FiJstNegative"inRes七〇ra七ionofFixedAssetValuep.202.
③ 正確 な償却費算定上の盗路一 減価償却 費を営業費 の一一環 として考
える ときに,商 品価格 の決定 と無関係にす る ことは不合理 であ るに もかかわ
らず,従 来 この面を とか く等 閑視 され きった き らいがあ る。 この ことは,減
価 償却費 を算定す るに当 た って将来の生産費 を見越 して計上 され ない不合理
を意味す る。 また この ことは,工 場設 備等の固定 資産 の再 取得費 ともつなが
るものであ ることは,本 論文O「 評価 論を続 る問題」(本誌第19巻1号)で
も論述 した ところで ある。 これはいずれ も時価主義評価を妥当 とす る根拠 と
な るものであ る。 しか し,ス イ ーニー(Sweeny)一派の人 々の唱導す る貨
幣価値主義(thevalue-o正一moneybasis)による評価法 は 法制上 の規矩 に 合
致 しない面が 出て来 ることもあ って,法 制に よる規 整を受 け る幅の大 きい大
企業 な どの採 り難 い難 点があ る。従 って この難点を経 済統計 の方法 を とる こ
とに よって,こ の不調和 点を調和 させ ることが会 計学 者の任務 と考 えるべ き
で あろ う。
(四 期間収益算 定上の制約
本 項 の 主 な る資 料;RecordingRevenueOnOヒherBasesThanSales:
ペイ トン会計学の基本問題⇔(古 賀) 一・一一・55一
AccountingLedger,April1939.
MethodsOfMeasuringBusinessIncome:Administration,April,1921.
(う 利益の認識 と処理についての態度
博土は,利 益の発生の態様はきわめて多様性を持 っているか ら,こ れを統
括白勺に把握せんとす ることは避けるべ ぎで,個 々の事象の実態に即 して把握
すべ きものとの基本態度をとっているようである。即ち,企 業利益の測定方
法に関 しては,好 適な経済状況の場合においてす らも難 しい問題であ って,
すべての企業の利益測定法を規格化することは実際上望んで得 られるもので
もな く,また一般に望 ましくさえもないと考えている。利益測定法の選定を
する立場にある会計担当者や事業主は,選 定に当たっては,あ らゆる基準を
十分に検討 したる上でなすべ きであって,一 時を糊塗するために混乱に導 く
ことのないよう戒心すべきである。 この際 ここで一言 しなければな らない重
要なことは,会 計学は 精密な 科学 といえるものではな く,会 計の基礎的事
項,財 務諸表など,所 詮人間の判断の産物に外ならないものであることであ
る。そ こで経理上の結論を もた らすに用いられる諸資料の推定に当たって周
密な考察を行 な うことによってでき得るだけの正確度に達する努力が肝要で
ある。
⇔ 繰延収益について
得意先か ら受けた前受金を 「繰延収益(deferredincome)」あるいは 「前
受収益(Prepaidincome)」とい う名称を使 うのは,第 一語義が明瞭性を欠
き,そ のため 記帳手続をいたず らに 繁雑にするとともに 不完全なものに導
き,ま たそのためこれを 受取勘定の相殺 として扱 ってしまった り,「繰延債
権」として扱 って,い たず らに処理を面倒なものに してしま う傾向がある。
この件についての教科書 の説明も,間 違 っていな くても簡明直戴になされて
いないために 学ぶ老を困惑 させ る 傾向があると 博士は教科書の 説明に批判
の矢を放 っている。 その顕著な例 として決算処理の場合を挙げ,「繰延収益
(または未稼得収益)」か ら 「稼得収益(earnedincome)」え振 り替えさせ る
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点である。 このような処理をすれば,当 該得意先 と金融関係に入ったときに
正 しい処理法に迷 うことになろ うと博士が指摘 しているのは十分注 目に値す
る。
前受収益の概念を 不必要に 混乱させている 隙路か ら脱す るには 先ず第一
に,金 融的の取引ない し活動は,損 益的の取引 ない し活動 とは,全 然別箇
なものであることを 認識することが 必要である。 営業のための 資金調達 と
商品の 製造並びに 販売による 現金 またはこれに 類するもの(Cashandits
equivalents)とを混同すれば借金を主たる収益と考える危険に陥ることにな
ろう。銀行か らの借入金を収益とするのが不合理であるのと同様に,そ れを
得意先か らの前受金で得た場合 も不合理 とい うべきである。
収益とい うものは,経済学的意味の生産を通 じて得 られるものであって,借
金やその他の資金調達によって得 らるべ きものでないことは,会 計上の一般
原則が確乎として認めているところである。大抵の企業は利益の実現の時を
生産品が買手に引渡された時 として処理 してお り,また当期純利益は当期の
総利益が引渡生産品の売価で表示され,そ れが当期総利益に対応す る一切の
損費 と税金 とを超過する金額であることは周知の事柄である。か くのごとき
基本的な事柄を考察すれば,得 意先か らの前受金に対する名称 として,「前
受(deferred)」と制限字句を 附 しても,「収益(income)」なる語を 用いる
わけにはいかない。得意先か らの前受金は,生 産の開始 される前,未 だ何等
の損費 も発生 しない間,営 業あるいは契約によって利益が果 して実現す るか
どうか未だ しか とわか らない前に受け取 られ得るものであることを考えてみ
れぽ納得のい くことであろ う。
上述の事柄の一層の徹底を期するために次の事例を呈 して論述を進めるこ
とにする。洋服仕立業ス ミスは12月31日に,得 意客 ジ・一ンズか ら外套の
注文を受けた。特定の輸入生地を用い,出 来上 り価格は275弗とする契約内
容であった。契約に際 しス ミスはジョーンズに対 し,手 持現金がもっか不足
しているので100弗ばか り銀行 ロt・一'一ソが必要であるといったところ,ジ ョー
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ンズが,そ れ では自分が御用立 て しよ うといって,通 常の銀行 と同 じ6分 利
子 で60日 間100弗貸す ことに した。1月 初 旬にス ミスは 生地を入手 して外
套を調製 し,1月30日 に ジ ・一ンズの宅 え出来上 った外套を届けた。2月28
日にス ミスは ジ ョ・一・一ンズか ら外套代275弗を小 切 手 で 受 け 取 り,3.月1日
に,ス ミス は ジ ・P-…ンズえ前受金 及 び 利 息 として101弗を小切手で郵送 し
た。 この一連 の取引についての洋服屋 ス ミスの記帳は次 の とお りにな る。
12/31現 金
ジ ョー ンズ,前 受 金
1/30ジョー ンズ,売 掛 金
売上(ま たは他 の適 当な収益 勘定 名)
2/28現 金
ジ ョー ンズ,売 掛金
3/1ジ ョー ンズ,前 受 金
支 払 利 息
現 金
$100
$275
$275
$100
$1
$100
$275
$275
$101
この事例において,前 受金 の利息勘定 を取 り入れ,代 金支払 日と別の 日に
前受金 とその利 息の支払 い とをな した ることに したのは,前 受金 を相殺 して
処理す る ことを逓iけることに よって,取 引に伴 な う金融的取 引 と損益取 引 と
別箇に切 り離 して処理す る ことを力説せ んがた めであ る。換 言す れば,こ の
取引 の記帳において 利 息勘定を用 いず,ジ ョーンズが 最後 の決済で 相殺 し
て175弗の小切手を送 って も取 引の本質に差異は生 じない と思われ る。 しか
し,得 意先 か らの前受金を受け取 った ときに,こ れを認識 し得 る収益 として
処理す ることは,ま った く公正 な説 明のつかな い不健全 な方法で あるに もか
かわ らず,米 国の国内収入事務局(theInternalRevenueService)が依然
この方法を採 ってお り,裁 判所 まで が この方法を支持 してい るのは驚 くべ き
こ とであ ると慨 嘆 してい る。 また,こ の原因 としては,結 局,不 適正な術語
の使用,こ れに基づ く不適正 な解説,糊 塗的態度の記帳慣行 を挙げ得 られ よ
うが,こ の ことについては,世 の会計学 者 も一半 の責任 を負 うべ きであ ると
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自らも含めた反省の言葉を述べている。
尚,こ れに関連 し,受取手形などの有価証券を満期 日の価額で記帳す るに
際 し原価を超過す る場合に,こ の超過分を 「繰延収益」 とするのは正当では
な く,この場合,繰 延収益とこれに対応する用語の使用はこれを排 し,券 面
(dash)(dash)
額か らの 控除形式にすべきで,「受取手形 一満期価額」 とか 「受取手形 一未
経過割引」とかの表示にすべ きであると述べている。
⇔ 割賦販売の処理について
今,こ こに事例 として,原 価1万2千 弗の工場設備を6分 利附で16箇月払
い,毎 月1千 弗払込みで総額1万6千 弗の販売契約をした。5回 の払込みが
あってか ら会計年度末になった。 この割賦販売の残余の賦払いについて代金
回収基準によって慣習的に行なわれる処理は次のとお りである。(利 子を止
揚する)
(1)(借)割 賦売掛 金 $16,0(X)
売掛金額,売 上原価,未 実現利益
(2)(借)現 金 5,000
期間中の割賦売掛金回収高
(3)(借)割賦販売未実現利益
第1年度の販売益
(4)(借)現 金
1,250
11,000
次年度割賦売掛金回収高
(5)(借)割賦販売未実現利益
第2年 度の販売益
2,750
(貸)工 場 設 備$12,000
割賦販売未 実現利益4,000
(貸)割賦売掛金
(貸)販 売 益
(貸)割 賦売掛金
(貸)販 売 益
5,000
1,250
11,000
2,750
上記の慣習的な処理法について,博 士は,販 売に よる利益が割賦販売価格
とその原価 との差額 として貸記されているが販売高が現金主義に基づいて表
わされてお らず,且 つ,純 利益をあ らわす この販売益には,対 応す る一切の
営業費が示 さるべ きだが,そ れが示 されておらず,ま た,商 品の引渡に よっ
て所有権の移譲することのない割賦販売契約において,上 記のごとき複雑な
ペイ トソ会計学の基本問題⇔(古 賀) 一59一
処理をする 必要はないとして,賛 成できないとし,こ の事例の 取引の処理
は,費 用 と収益 とを完全に対応 させ,且 つ収益勘定が直戴明瞭なものである
べ きだとし,次の仕訳を推奨 している。
(1)(借)割 賦売掛 金$16,000(貸)割 賦仮売上
独 自平均 記帳 に よる割賦販 売高
(2)(借)現 金5,000(貸)売 上
第1年 度代 金回収 高
(3)(借)割 賦 仮売上5,000(貸)割 賦 売掛 金
独 自平均 記帳に よる第1期 分代 金回収 高
(・)(借)売上 原 価3'75・(貸 麻 憲購 する
(5)(借)現 金11,000(貸)売 上
次年度代 金回収高
C6)(借)割 賦 仮売上11,000(貸)割 賦 売掛 金
独 自平均 記帳 に よる代金 回収 高
(・)(借)売上 原 価8・ ・5・(貸 麻 罐 鐸雰する
(・)(借)酷 購 する12・ …(貸)工 場 設 備
代金全額回収,商 品所有権移譲による割賦販売の終了
$16,000
5.000
5,000
3,750
11,000
11,000
8,250
12,000
内 未完成工事収益の計上について
甲造船会社が,船 舶建造の注文を受け,百 万弗で請負い,建 造所要見込期
間は15ヵ月であ った。同社の会計年度末に至 り,建造が半分進行 してお り,
これまでに45万弗の 費用がかか ったとすると,い わゆる工事進行基準によ
る収益計上法に よれば,こ の時点で請負価格の5割,即 ち50万弗が収益 と
して計上 し得ることにな り,次 の仕訳を得ることになる。
(1)(借)未 完成工 事未収 金$500,000
(借)未 完成工 事営業費$450,000
(貸)未 完成工事利 益$500,000
(貸)未 完成工事 原価$450,000
上記の場合,未 完成工事勘定に含 まれていない一般的損費 とともに未完成
工事原価中に出て来る 「営業費」は総括勘定中の収益に対応 し得 るもの とい
える。 また,未 完成工事未収金勘定は,甲 社が建造中の船舶の所有権を取得
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す るとした ら,棚卸資産 として扱われ ることになる。 また,建 造完了 し,注
文者が,引 渡を受ける前に支払を したときは,そ の金額は得意先勘定に前受
金 として貸記す る。工事が完了 し完成品が注文者に引渡された ときは,当 該
棚卸商品勘定に貸記され,注 文者,即 ち得意先勘定に借記 され る。仕掛品の
権利が得意先即ち注文者に属す る場合,仕 訳を変更する必要はないであろ う
が,未 完成工事未収金勘定の残高は繰延費用に入る特殊資産でもあ り受取勘
定で もあると考えることができよう。 しか し,上 述の処理方法に対 し,博士
は左祖せず,工 事完成基準の立場を採 っている。即ち工事が進行中は,単 に
費用の…報告があるに止 まるものと考えるべきであるとし,損 益の計上は,工
事が完成 したときにすべ きものとす るのである。
国 損益計算書上の表示方法論
本 項 の 資 料;AdaptationofTheIncomeStatementToPresentConditions:
JournalofAccountancy,January,1943・
EssentialsofAccounting,1939.
AdvancedAccounting,1941.
←)区 分損益計算方式についての博士の理念の変動
損益項 目を分類 して販売費及び一般管理費,営 業外収益,営 業外費用など
に区分 して損益計算を損益計算書上に表示する広 く行なわれている方法につ
いて,博 士は会計学の 研究に従事 し始めてか ら間もな く疑念を抱 くに至っ
たことは,博 士の192斗年版の 「会計学(Accounting)」において,い わゆる
営業利益を販売利益(tradingbalance)ない しは製造利益(manufacturing
balance)として計上す ることは意味のない 中間損益表示であると述べてい
ることか らも知ることができる。 その後,1930年代の終頃に 北米合衆国内
の所得税の負担が一般に重 くの しかかってきて所得税の損費算入を算入前の
損益計算残高に対 して行な う処理方式の一般化の風潮に刺戟されて,こ の処
理方式に従 うとともに これに応 じて営業上の項 目の損益計算を行なった後に
営業外損益項 目の計算を切 り離 して行な うべきことを説 くに至 ったことが,
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博士の著書であ る1939年版のEssentialsofAccounting及び1941年版の
AdvancedAccountingが明 らかに してい る。 しか し1941年に米国が第二次
世界大 戦に 参 戦 し,軍 需産業 の 経理面か らの 擁護(後 述)の 必要性 な どか
ら,ま た博士の研究初 期の考 え方 であ った収益項 目を一括 して計算 した合計
額か ら費用項 目を一括 して計算 した合計を控 除す るとい う博士 の基本的の考
え方 に戻 った よ うで,こ の ことは第二次大戦最 中の1943年の1月 号 のThe
JournalofAccountancy誌上の博士の論文 「AdaptationofTheIncome
Sta七emen七ToPresen七Conditions」に明 らかに されてお り,以 後 この基本
的考 え方は変 わ っていない よ うで あ る。 以下,上 記論文 に より損益計算書上
の損益表示方法 に関す る博士 の基本理念を述べたい と思 う。
⇔ 損益計算書表示についての基本理念
まず 区分損益計算に反対す る総論的立場 につい て述べ ると,区 分損益計算
は現実 の事態に適応 した確乎た る基礎に立 ってな されてい る限 り十分存在価
値 の認 め られ るべ きものであ るが,な か なかそ う期待 で きない ことも少 な く
な く,区 分計算の小計 が虚偽 の前提 に立 っていた り,あ るいは具体的立場 に
即応す る重要 資料 を駆使す る ことがで きなか った りす るた めに信愚性を欠 く
もの とな る場合 には,区 分 したためにかえ って人 を誤断 させ る ものにな って
しま うのであ る。 これ を予防す る意味では管理会計 面 と財務 会計面 とを画然
と区別す る必要が あ り,細 分 した計 算をす ることに よって全 体の計算の正鴻
性 を失す ることのない よ うに しなけれぽな らない。 また,会 計学 上の前提 事
項 や処理方式 を金科玉条視 して,現 実の変動へ の適応を回避す ることのない
よ うに心すべ きであ る。
次 に営業収益 と営業 外収 益 とを区分す る ところの問題 点に触れ る。 この両
者 を区分す る ことは次 の三 つの難 点を随伴す るこ とにな る。即 ち,第 一に,
損益計算書に無用な小計 を表示 して損益計算書を不必要 に精 細にす る。第二
に,営 業 の概念を不当に狭小にす る。 巨視的立場 か らいえば一切 の収 益は,
企業 体の活動 と諸事情 とに因由す る点におい て,皆 「営業上」 の ものであ る
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が,こ のことを無視す ることになる。第三に,営 業外収益の大部分はやは り
費用を伴な うものであ り,受取利息や受取配当金のようなものでも,こ のた
めの費用がかか らなかったわけではな く,しかもかかる費用の項 目を設けて
計上 し,こ れを該当す る収益 と対応 させることは,少 な くとも損益計算書上
の本文中では,一 般にできないがゆえに,営 業外収益を,営 業利益を算定 し
た る後にこれを表示す ることは事柄の真実な報告に忠実でないことになる。
以上のような考察を加えると,損 益計算書上においては,収 益は営業上営業
外を問わず,す べて一・括計上 して,こ れか ら費用を控除す ることになる圧縮
形の形態の損益計算書が望 ましいことになる。
次に減耗(depletion)費と償却(amortization)費を純利益計上に参入 さ
せないことの可否についての問題がある。減耗については,農 鉱漁業などの
生産業においては,計 上前に純利益を算定することが今 日に至 るまで依然広
く行なわれてお り,これについて実業家,投 資分析家,会 計学者,そ の他の
関係者か ら相当な支持を受けている。確かに鉱山などの消耗性資産の商業的
価値はきめ られない場合が多いが,減 耗が存在す るのに これを無視すれば正
しい純利益の表示はできないわけである。天然資産は無尽蔵の ものではない
か ら償却 さるべ きである。償却を正 しく行な うのがきわめて困難な場合は,
む しろ償却の必要性がそれだけ加わ るのが一般であ り,また迅速に これを行
な う必要性が加わるのである。 また,消 耗性固定資産は一括払いで取得 され
る点で原材料 と同じであるか ら消耗性固定資産の定期的の減耗費は製造工場
における定期的の材料費に類似性の濃いものであ り,従 って生産費の一部と
考えるべ き ものである。 耐用年数のある 無形固定資産 も 同様に考えてよい
ものである。 いずれ も損益計算書においては,そ の期間費用を 当期利益の
算定に参入 さすべきである。 減価(depreciation),減耗(depletion),償却
(amortization)のごとき費用が通常,当 期支出の裏打がないことは,損 益
計算書上の処理に関係のないものである。 この種費用は材料費や労務費のよ
うに実際の支出をあらわすのであるが,た だ支出の時期がまった く,あ るい
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はほとんど当期でな くて当期以前である。従 って資金会計(本 誌前号拙稿所
述)の 立場か らは当期以前の支出に係わる減耗,償 却費は当期費用か ら除外
され る。
損失(alOSS;報償の伴なわない財産の減耗)を 損益計算書に 表示せず,
剰余金勘定でこれを処理する慣行は会計学者の反対 も少なか らず して今や減
退の一途をたどっている。一切の損失は発生 した年度の損益計算書に計上す
るのを原則とすべ きである。 この ことは企業の営業 とい うものについて広い
解釈をとることか ら出て くるものである。販売価格が市場の複雑な要素によ
ってきめ られ,買 手による原価の表示が求め られないときに特定の費用を収
益か ら控除とす るか しないかは重要性を持たないが,諸 経費 と協定料金 とを
合体せ しめて成立す る収益に対 しては,特 定の費用を狭 く解 して算入 しない
ことは,全 然民需を持たない軍需専門の企業などによっては破滅的打撃 とな
る可能性がある。
次に企業の収益に対する米国の連邦税 と州税との損益計算書上の取扱いの
問題がある。米国では,こ れ らの税以外の租税は営業費 として扱われている
にかかわ らず,こ れ ら両種の税のみ特別な扱いをされていることは再検討を
要す る問題である。収益税 とそれを課 され る企業の収益 との関係について下
記の ごとく見解が大 きく二つに分れている。その一は,所 得税を企業の収益
に対する政府の受取配分額 とみなす考え方である。 この見解に従えば,特 定
期間に課 され る収益率額は,損 益計算書上において,本 業外の損益を含む一
切の損益項 目の計算によって算出される純利益か らの控除一 株式持分の増
加を もた らす純利益の表示をする直前の最終控除一 として表示されること
になる。この表示方法は一般に民間企業のとるところである。 これに対 し他
の一つの見解は,所 得税は,税 制によって企業の収益の一部が国庫金 となる
ものであるとす る。 従 って,こ の見解か らは 所得税は基本的には,売 上税
(納税者が厳密に代理人となる場合を除 く),不動産税,住 民税,給 与税,そ
の他の租税と 同性質のものとな り,た だ 算定法を 異にするだけのものとな
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る。そ こで,こ の見解に従えば,収 益税は,損 益計算書上において,諸 費用
計上の直前 または直後に,い ずれに しても純利益算定前に,収 益か らの控除
として表示され ることになる。 この見解によると他のすべての租税 も同 じ方
式で処理 され,営 業費に算入され ることにならない。 この見解に よる処理方
式は企業の一・切の租税の処理をす っきり一一本化 した方式で,鉄 道,そ の他の
公共的企業において長年 とられきっているものである。
⇔ 望ましい損益計算書の形式
以上述べたるところを採 り入れた損益計算書の略式の雛形を示せば次の よ
うなものにすることができよう。
売 上
他 の収 益(非経常収益を含む)
経費,損失及び租税
経 費 一
'止
M株 式 会 社
損 益 計 算 書
1942年12月31日
高(または収益の大宗をあらわす他の見出し)
製 迫
販売及び配達
一 般 管 理(上 記2項 目に入 る ものを除 く)… ……
XXX
X× ×
損 失
租 税 一一
不動産税等(連 邦所得税を除 く主要租税)
XXX
X× ×
× × × × ×X
XXX
× ×X
× × × × × ×
X× ×
連邦所得税及び超過利潤税
当期総利益
社 債 利 息
配当前当期利益
配 当 金
当期末利益剰余金
前期繰越利益剰余金
次期繰越利益剰余金(貸借対照表記載額)
X× ×
× × ×
XXX
× ×X
× ×X
× ×X
× ×X
XXX
ペイ トソ会計学の基本問題㊨(古 賀) 一65一
利益剰余金の表示を含む上記のごとき損益計算書にすれぽ,重 要性を持た
ない中間的損益計算を して何回も中間利益を算出することか ら生起 し兼ねな
い繁雑さと起 り兼ねない誤解をも防止することにな り,重要なる必要事項を
明瞭に示 し得 ることになる。売上高に関 しては,必 要に応 じて附表に して示
して もよいのである。経費,損 失及び租税に関 しても同様である。経費中に
含 まれる減価償却額については脚注などで示す ことがよい場合 もあろ う。社
債利息などの負債がない場合には当期総利益は配当前当期利益 と一致するこ
とになる。株式の種類が二つ以上ある場合には利益と配当金について少 し説
明を要するであろ う。一般に会計学者は配当金を利益剰余金か ら控除 して示
す ことを好む者が多い。ただ ここでは利益剰余金に格別の修正を示 してない
のであるが,こ れは利益剰余金が損益計算書 と連結 して表示 され,明 瞭に前
期に属す る巨大損益の項 目の性格が正 しく明瞭にされた場令 に,こ れ ら巨大
損益を 利益剰余金勘定で 処理するのを 一概に不当 と考えているか らではな
いo
次 に1942年 に 実 際 に 発 表 さ れ た ナ ッ シ ュ ケ ル ヴ ィネ イ タ ー 株 式 会 社
(Nash-Kelvinatorcorporationandsubsidiaries)の下 記 の 合 併 損 益 計 算 書
は,損 益 計 算 書 簡 素 化 の 上 に 参 考 に せ ら るべ き 点 が 多 い 。 下 記 に 示 す もの は
そ の 略 式 の も の で あ る。
ナッシュケルヴィネイター本社従属会社
合 併 損 益 計 算 書
1942年9月30日
民需品及び軍需品純売上高(諸経費込み料金契約に基づく手形払いを含む)
他 の 収 益 一
従属会社か らの受取配当金 ××x
合衆国政府債券売却益 ×XX
XXX
×XX
× × ×
×XX
合衆国政府債券の受取利息
不動産及び工場設備売却益
手持資金残額
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雑 収 入
控 除 一一
売上製品原価
民需変動引当金
XXX×XX
XXX
販売費,広告費及び管理費
民需品製造引当金
支払 利 息
雑収入控除額
工場の戦後転換引当金
XX×
XXX
× × ×
× ×X
X×X
XXX
×XX
連邦所得税及び州所得税(推定)
通常所得税及び付加税
連邦超過利潤税
連邦超過利潤税戦後返還額控除
× ×X
× ×X
当期純利益
×X×
XXXXXX×X×
X× ×
(脚注)減価償却引当金○○○は控除済。
軍需品契約中の特定のものにつぎ受けたる代価は,戦時利潤統制法により
修正を受 くることあるものとする。
当社の財務諸表に対する戦時利潤統制法のごとき法規の効力は,も っかの
ところ不明。
上記合併損益計算書が 前掲のM株 式会社損益計算書 と異なる 主要なる点
は,経 費の小計がない こと,支 払利息が収益か らの控除項 目群中に入れ られ
ていること,及 び利益剰余金の連結がないことである。
因 む す び
本誌前号か ら本号にかけ記述 したところによって博士が企業会計の損益計
算において費用 と収益 とを対応 させ る形式を厳格 な建前とすることは明らか
に されたであろ うと思 う。このことは本号上述の諸例に より,また損益計算
表示方式論において も窺 い知ることのできるところである。 この立場から博
士の説 くように費用は収益の確定を待 ってはじめて確定されることになるの
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は当然の事理であ り,博士が前受収益の表示を忌避することも肯けるわけで
ある。 しか しこれも割賦販売や長期請負工事のように収益の実現ない し完成
に長期間を要するものには貫 き通 し得ない面が出て来る。 これ らの場合博士
は,取 引の進行に附随す る取引物件の所有権の帰属関係を,特 に会計処理に
おいて明瞭にすることに努めていることは,特 徴 として指摘することができ
よう。事の性質を考慮す るとき,け だ し賢明なる処理方法 と称すべきであろ
う。
費用について,営 業費 と営業外費用 との区分については,博 士は包括主義
損益計算論の立場か ら,こ れ ら費用に 対応さすべき収益を顧慮す る要はな
く,収益会計か ら一括控除することを建前 とすることを唱導 しているが,負
債性費用に関 しては,格 別の扱いを している。負債性の費用は金融的取引項
目と考えて,通 常の損益取引項 目と厳別す る処理方針を採っていることは本
論掲記の洋服仕立業の例に よっても明 らかで,こ れは納得できるところであ
るが,租 税 もある意味で負債性があることを考慮すれぽ,社 債利息等の負債
性費用 と同様に損益計算書上において負債性費用を合計 したるものを控除す
る形式をとることが,一 層 まとま りのついた表示形式になるとも愚考するの
であるが,博 士は,租 税を単に損失(10ss)としての経費に次 ぐ見出 しの中
で小計をとる表示方法を推奨する。上記M株 式会社損益計算書において,経
費,損 失,租 税を大見出しとして並列させ ていることは取 りも直 さず,営 業
費用と営業外費用 とを一括控除する包括主義損益計算方式を示 したるもので
ある。明確な負債の支出を別に扱 うとい う処理は筋の通 った もの と評すべき
であろ う。
